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生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の取扱いについて

　　生活保護行政の推進については、平素から格段の御配慮を塁り厚く御礼申し上げます。　／

　　生活保護制度降､生活保護法｡(昭和25年法律第144号。以下[法]どいう。･)･箔４条に基づき、

　その詞用し得る貧血、能力その他あらゆ､るものを、その最低限度､7)生活必維持のために活荊する

ことを要件としていますが、急迫の場合や資力はあるものの直ちに活用できない事情がある場合

は適用され得るものです。　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　≒　　ぺ

　　ただし、資力があることを確認した際は、資力の発生時期に蓬って法第６３条に基づく費用返

還を当該被保護者に対して求めることとしています。　　　　　　　　　　　　　　　才

｜　　　　　　　　　　・　　　・　　　　　．　　　　　　　　ｌ　　　　　　　ｌ　　　　　　ｄ　　また、不実の申請その他不正な手段により保護を受けた者、又は受けさせた者に対して1士法第

７８条に基づく蜃用徴収を行うこと･としています。今般、会計検査院より、これらの費用差遣及

び登用徴収の取扱いについて、一部の実施機関において不適切な事案が見受けられ、是正改善をレ

　　　　　　　　　１　　　●　　　　　　ｄ　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ行うべきとの指摘を受けたところです。　　　几　　　　　　　　　　　　　　　　　‥

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･･　　　　　１●　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　　●　　　　　Ｉ　Ｉ　　　　　　　・　●　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　ＩＩこのためレ今回の会計検査院からの指摘を踏まえ、下記の事項に管掌の上、適正かつ厳格な処

／　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
理に当たられるよう管内実施機関に対し周知徹底いただくようお願いします。

ン



ぺ，

　心

記

１　会計検査院からの指摘等の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　パ

　（Tn･検査結果の概要　　　　　　　　　　ご　　　　＼　‘･．　　　　　、．　　｀

　　　　生活保護費の返還金等について、以下のとおりその決定が追正に行われ七いない事案がみ

　　　られた．　　　　　　　　　　　　　　　　･.
.　｀I　　　　　　　　　II.　・

・　ア　翠還兪等の鐸の算定が適切に行われていなかったfもの’　　レ

　　　　　　●　　　　　　ｊ●　　　ｉ　　ｊ ｌ　　　　　　ｌ　　　　　　　　．Ｉ
ご　（ア）収入未串告による返還金にづいて、次の理由等から不正の意図がなかつたとじて法笛

　　六大６３条を適用していたもの　　　．　’、　　∧　・　　　　　　　／・．
１　　　　　　　　　　　　　　　　●　■　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　･Ｉ　・

　　　　　　・　収入を得ていた世帯員本人に申告義務を十分に周知していなかづたこと

　』　・　　　　　　.　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　II
　　　　　　・　収入を得ていた世‘帯員が申告義務を瑳解していなかったこと

　　　　　　・被保護世帯において、収入申告をしていなかづたことについて反省し、収入が未串

　　　　　　　告であったことが判明した後の調査に協力的であること　　　　ダ

．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　Ｉ　　　　　　　　　　●　　　　　Ｓ　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　Ｉ
　　　　　　ｉ　収入を得ていた世帯員が高校生の場合、一律に法第６３条を適用することとしてい

　　ニ　　ーること　　ー　グ　　　　　　　　　　　＼　　　　　　　　　　　．＼
　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　．　　　　　｜　　　　　． Ｉ

　　Ｉ（イ）返還金等から控除すべきでない費用（保護開始前の債務に対する弁鋳金等）を自立更

　　　　　生に充てる経費として控除して返還板を決定し七いたもめノ　　　・　　　　　　．‥

　　　（ウ）保護から血却することを理由に将粂の生活費･を返還金等から控除していたものレ・

　　　　　　　　　　　　al　●　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　II　　　　　　　　　　　　I　　　I
　　　（二）費用耳環請求の対象となる資力の発生時期を誤ったため、返還額を過小に認定してい

　　　　　たもの･．’･．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．　‘‥　　　ダ　　　．－　‥

イヘ鵡及して受給した年命に係る返還額の咲ｔにI当たり、年金∂)遡及受給額iヽら、律に自i2:

・吏主に充てる額を控除Ｌなければならないと誤認して返還額を決定している毛の

Ｑ

「

（２）厚生労働省に対する処置要求内容≒　　ハ
　　　　　　　　　　　　　､:　｀　.
　　アI事業主体に対してi法第６３粂又は法第７８条を適用する場合の考え方を明確に示し、

収入牢告がなされTCL♪ない事態について検討を十分行った上で､一法第７８条を厳格に適用

するよう徹底を図ること　　・．････．　　　　・　　　　　　　　　犬

ィ‘事業主体に対してレ返還決定等及び自立更生費等の取扱いについて体系的に明示すると

　ともに、返還決定等の判断の適切性並びに返還金の額から控除する額の適切性及ぴ必要性

　を検討するための様式を示すなどすること､’また、返還決定に当たり、特に痙及して年金

　を受給したI場合を含め、･原則として返還対象額全額を返還さ･せる取扱いを徹底すること



へ・

一 ノ

ウ　本巣主体に対して次のような技術的助言を行うとと　　　　　　　ｊ

　(ア)･申告義務にづいて被保護世帯の状・に応･じて的確に説明･を行い、収入の有無にかかわ

　　らず定期的かつ確実に収入申告書の提出を求めること　　ノ　＜　･レ　　'･

　　¶　　　　　　　　　　　　　　　・　Ｉ　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ

　(イ)返還決定等に当たり√ａ還及び徴収の対象となる･期間及び返還対象額等の算定を適正

　　に行うこと.．また､｀返還決定に当たり、自立更生費等を控除する場合は､.必要性を十分

　＼検討した上で、控除の認定を適切に行うこと：　　　　　　　・　　　　　　　　　＼

エ　厚生労働省、都道府県等が事業主体に対して行う生活保護法施行事務監査の際に、返還･

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●．　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　・決定等の状況の確認を微官し、保護費の返還及.び徴収が迫正に行われていない事業主体に゛

’対して改めて指扉を徹底する･ごとパレ　　　　　・．

２　改善に向けた取組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　犬

　　上記１の指摘を踏まえ、法弟!5i条及び法弟７８条に基づく費用返還等の取扱いにづいて、　　　ぐ

　以下のように定めためで、管内実施機Baに周知徹底されたい．　　　　　ノ　パ　　｀ン　Ｉ

　（句法第6･.3粂に畠づく費用返還の取扱いについて　　　‥‥‥I　ダ　　Ｉ　　　　　▽

　　・ア　返還対象額について　　　　　　　　　　‥

　　　　　法弟63‘条に基づく費用返還につい｀ては、原則、.全額を返還対象とずるごと．｀　　1、∧　　　I

　ただし、全額を返還対象とすることによって当該被保護世帯の自立が著しく阻容ざれる　　　　・．

　　と認められる場合は､･次に定める範囲の植を返還額から控除･して差し支えない．

　　　　　なお､･返還額から控除する額の認定に当たって1ま、認定･に当たぅてめ保護の実施機関の

　　　判断を明確にするた政別迦１の様碑を活用されたい･　　　　　　　、　　　　　　　　”

　　　　･①　本人が十分注堂を払っていたにもかかわらず盗難等の不可抗力により消失した額で

　　　　　　あって√警察にも遺失迦が出されておりレ清爽が不可抗力であることを確実に証明で

　　　　　　きる場合ｉ　・　　　　　・　．･･・．　　　　　　　・．　・．

　　　　②　家屋補修.生業等の＝時的な経費であって､‘保護I（変更）の申請があれば保護費の

　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　II　　I　I　　　　　　　　II　　　　　　　　II　　　　　　　　　●■　　　　　　　j
　　　　　　支給が認められると保護の実施機関が判断する範囲のものに完てられた楓．（保護基　　＼．・

　　　　　・準額以内の額に限る．）　　　　　　　　　　　　　　　　　・・　　　　　　　：

　　　　③　当該収入が、「生活保護法による保護の実施要領叫っいて」（昭和36､年り11白、

．　　・　・　　ｊ　　ｌ．　　　１　１　　　　　　　．　　　　　　　　　　　●　Ｉ　　　　　　　　　ＩＩ．・　　　●　　．　　　　　Ｉ　･●
　　　　　Ｊ厚生省発壮気123号厚生事務次官通知）弟８の３の.（制･に該当するものにあって

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　ｄ　　　ｌ　　　　　　　　　　　・
　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｊ
　　　　　　は、「生活保護法による保護の実施要領め取扱いについて」（昭和38年４月１日社一一

　　’、‘保弟.34号厚生省社会局保護課長通知）.笛８の４０の認定基準に基づき、保護の実施

　　　　　　　　　　　　　　ゲ　　　･.　　　　　　’、　　　　　　　　　　　･.
　　　　　j塵関が認めた額．（事前に実施機関に相談があったもの1.こ限1!、ただし、事後に相談

　　　　　　があったことについて真にやむを得ない事情が認められるものにつ･いてぱ;挙証資料.‘　…………



Ｊ・

　　によって確認できるものに限り同様に取り扱って差しつかえない;)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　ｌ　　　ｌ　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｄ
　④　当該世帯の自立更生のためのやむを得な7しり弓途1;二充てられたも岬であっ･て、地域佳

　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ

万民との均衡を考慮.し､･社会通念上容認される程度として保護の実施機関.が認めた額j

　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　lI　　I　　　　　　I　●　　　　　　　・
　　　　ただし、以下の使途は自立更生の範囲に1ま含まれない．　　　　　　．、　　＼.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｊ　　　　　　　　　　　・　　　｜
　　　(ア)､いわゆる浪費した盛(当該収入を梅たことを傑護の実施櫨匿に届け出ないまま

１　．　｀　　　　　　　　　　　●Ｉ　　　ｌ　　ｊ　　　　．　　　Ｉ／　　　　　　　・

　　　　　費消しだ場合を含む)　　　　　≒　≒、

　　　(イ)贈与等により当該世帯以外のために充てらIれた額　尚

　　　(ウ)､保有が容認されない物品等の購入のために充てられた額　　　　　　　'　!Ｉ

　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　１
　　　　　　　　１　　　１　ｒ　　　　　　　　　　　　　　●　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜
　　'(エ)保護開始前の債務に対する弁済のために充てられた額

⑤｀④にかかわらず、遡及じて受給.じた年金について【ま√イににり取扱うこと.、ツ

⑥　当該収入があった;ことを契機に世帯が保護から脱却する場命であっては、今後の生

　　活疲計等から判断して当該世索の自立更生のために真に必要と保護の良能機関が認め

　　た額.･この場合、当該世帯に対してその趣旨を十分説明するとと､もに、短期間で再度

　　保護を要す･るこ･ととならないよう必要な生活指導を徹底すること．　　　　　、'

　　　　　　　　　　　　　●●　　　　　・　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　●

　　　なお、｢当該収入があったことを契機に世帯が保贋から脱却する場合jどは､.当該

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　●　　　　　　・　　　　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　Ｉ
　　　　　　　　　　・　　．　　　ｄ　●　　　　　ｄｌ　　　　　　ｌ
収入から血去に支綿した保護費桔当嵯を返還した上でなお残額があIりごその残額によ

　　　　　　　　　　　　　■　．　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　ｌ　　ｄ　　　　．｜
　　り今後相当期向生活するととが可能であると見込まれる鳩合や、残額がなi八場合であ

　　っても当該収入を得る.と同時に定期的収入等が得られるようになった場合をいう．・

　　Iそのため、当該収入に対し･て保誕費の返還を求めないことと同時に、専ら当該世帯

必今後の生活費用全般に充てることを「自立更生｣に当たるものとする取扱いは認め

　られないので留意すること．　　∠　　．　　・　　、．　　　／

イ　遡及して受給した年金収入にかかる､自立更生受の取扱いについて　‘＼

　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　･･●●
　　年金を遡及し七受給した場合の遥遠金から・立更生費等を控除する･ことについては､一定

　期的に支給さ･れる年金の美絵額の金額が収入認定され４こ･ととの公平性を考慮すると､､上

プ記アと同様の考え方で自立更生受等を控除するのではなく、厳格に対応することが求めら

　れる。｡‥　　　　レ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘・　　　・

　　･そのためこ｡遡及して受給した年金収入については､､次のように取扱うこと。

　（ア）仮痘の実施機関ほ、被保護世帯が年金の裁定請求を行うに当たり、蓬及して年金を受

　　･給した場合は、以下の取扱いを説明しておくこと。　　　　　　’･｀　　・　一

t）資力の発生時点によっては法箆9,3条に基づく費用返還の必要が生じること

　②，当該費用返還額ぼ原則とじて全額となること　　　・

‥-③･･･真にやむを得ない理由によ洵控除を認める場合があ･る7が;事前に保護必実施後腿｢ご

１



　　　　ン相談することが必要であり、事後の相談は、傷病や疾病などめ健康上の理由や災害な

　　　　　　●　．　　　　　　　　　　　　　　¶　　　　■　　　　　　　　　・　　　　　　ど本人の責めによらないやむを得ない事由がな.い限り認められないこと

..-‥（イ）原則として逍及受給した年金収入は全額返還対象となるとした趣旨を踏まえ;当該但．

　　　　帯から事前に相談のあった、真にやむを得ない理由により控除する費用についてぽ.保．

　　　　護の実施機関として慎重に必要性を検討すること.丁　　　　　　　　・

　･（ウ）‘資ガの発生時点は､･年金受給権発生日であり、裁定請求日又は年金受給日ではなしxこ｀

　　　　とに留意すること．また、年金受給権発生日が保護開始前となる場合、返還額決定の対

　１　ゝ　ｌ　　ｔ　　　　　　　　：　　　　　　・‘　．　Ｉ　　　・‘　　　、　　　　’　　　．　　　　　　　●●　Ｉ･●Ｉ

づ　　象を醐始吟以降の支払丿托対応する遡及分の年金額に限定するのではなく、既に支給し、、

　　　　た保護費の額の範囲内で受給額の全額を対象とすること．　　　　　　　　．‘

（２）辿第７８条に基づく費用徴収決定について　．　　　　　　　　　’‘

　　法第６３条は、本来、資力はあるがごこれが直ちに最低生辿のために活珀できない事情に

　　ある要保護者に対じ7r屈護を行い、資力が換金･されるなど最低生活に充当できる･よぅにな｀ぅ

　　た段階で既に支給した保護命品との贋整を図るために、当該被保護者に返還を求めるもので

　　　　．　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　．　　　　㎜　　　　　　　　　ｊｌ　ｊ ｌ
　　あ’り､･被保護者の作為又は不作為により保護の実施機関が錯誤に陥ったため扶助費の不当な

　　支給が行われた場合に適用される条項ではない．　　／　　　　ご　　I‘

　.’被保護者に不当に受給し.よぅとする意思がなかったことが立証される場合で、保護の実施

　　機関への届出又は申告をすみやか･に行わなか？たごとについてやむを得ない理由が認められヽ

　　るときや、保護の実施機関及び被保護者が予想しなかったよぅな収入があったことが事後に

　　なって判明したとき等は法第６３条の適用が妥当である.が、法第､7 8条の条項を適用する際‘｀

の基準は次に掲げるものとし、当該基準に該当すると判断される場合l士、法笛７８条に基づＩ

　　く費用徴収決定をすみやかに行う｀こと．　　　　　　　　　　＼　　　二Ｉ　　　　　　　’、

ダ　．①　保護の実施機関が被保護者に対し、届出又は申告について口頭又は文書1‘こよる指示を

　　　　したにもかかわらず被保護者がごれに応じなかったとき　　　　　　　　　　　　　　　・

　　.②.届出刄は申告に当たり明らかに作為を加えたとき　　　　　∧　‥

　　③・届出又は申告に当たり特段の作為を加えない場合でも、保護の実施機関又ぱその職員:

　　　　が届出又は串告の内容等め不審1･こついて説明等を求めたにもかかわらずこれに応･じずj

　　　　.戈は虚偽の説明を行ったよぅなとき　　　　　　　Ｉ犬　　　　　　　　Ｉ　・

　　・　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６　　　　　　　１

　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　④　課税調査等により、当該被保護者が提出した収入申告書が虚偽であることが判明した

　　　　とき　　　‘‘　　　　－．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・‘　　　　　　　　　　∧

ア　届出又は4ｮ告の轍底について　　　　　　　　　　　　　　　　　＼

　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　jl●1　　　　　　　6　　■

　ヽ一保護の実施機関が披保護世帯に対して行った収入申告書の届出巷務寺に関する説明ｶ咋



　十分であり、又は説明を行ったとしても、ケース記録等に記録せず、説明を行ったことを

　挙証す･る資料がないなどの理由により.本来、法露７８条を適用すべき事案にもかかわら

　ず、法錯6｀3条老･適用しているという不適切な実態ぶ一部自治体にあ･ることが磁摘されて・

　いるどころである．．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・．　　　ヅ　・
　　　　　・　”　　　　ｊ　　、・　．　・　　　　．　　・　‘ｌ　　　　　ｊ

．Ｉ　　　　　●　　・

　　そのため、「生活保護行政を適正に運営するための手引について」（平成18年３月30‘

　日社援保発露0330001号本職通知）･!の２に基づき、届出が必要な資産及び収入の種類を‘

・具体的に狗挙した届出義務についての「福祉事差所長名の通知」や［保護のしおり］･等を.

　保謹開始時友び継続ケースにづいてぱ、少なくとも年１回以上、世帯主及び世帯員等に配

I‘布等の方法により、届出義務の内容を十分説明しておくよう徹底を図られたい．
　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　●　　　　　　　　●　．　　　●　・

　　法露７８条の適用に当たって最も留意すべき点は、被保護者等に不当又は不正に受給し

　ようとする意思があったことについての立証の可否であり、立証を困難にしている･ものの

原因はご疲保護世帯に対する収入申告の義務についての説明が保護の実施機関によ･⊃て十

　分になされていない､Iあるいは説明を行ったとしても当該被保護世帯が理解したこどにつ

　いて、事後になってケース記録等によっても確認できないといったこIと等にあると考え.ら

　れる．　　　　　　ご、　　　　　　　　　　　　　　　　　　．、

　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　このような事態を未然に防止し､一決箆７８条の適用を厳格に実施するためにも、収入申

　告の義務の説明を､じたこと及びその内容を理解じていることを､･保護の実施機関と被保護

　世帯Iとの間で明確にする必要がある．　　　　　　　　　　　　　　し　・　　　＞

　　よって、別添２の株式を用いて、保護の実施機関が当該被保護世帯に対し､･収入申告の

　必要性及び義務について説明を行ったことや当該被保護者がその説明（収入に変動があっ

　た場合、すみやかに保護の実施機関に申告することや、申告等を怠った場合は、虫気７‘８’

　　　　１　　　　　　　　　･．　　　･●
●　　　　　　　　　　　　　　　　　　．Ｉ　　　　　　”■　　Ｉ　Ｉ

　条の血用を受け、全額費用微収きれること等）を理解じたことを保護の実施機関と被保護

　世帯とで共有し明確にする､こと．　　・．　　　　　　　　　　　　レ　ー　　　　犬ｊ

イ　収入串告を求める際の留意点

　　課税調査によって被保護世帯の収入が判明した事業のうち、･その収入が当該柱保護世帯

　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　Ｉ　　　　　Ｉ　　　　　　Ｉ　　　　　Ｉ　　　　Ｉ
　の世帯主以外の者（未成年）の就労収入であ’るという場合には、一律に法第６ ３条を適用

　して｡いるという不惑切な実態が･一部自治体にあることが指摘されているところである。

　　　　　　１　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　●
　　未成年である世帯員についても、稼働年齢層であれば当惑に保護の実施機関に対し串告

　の義務はあるので、串告を怠っていれば原則として法第７８粂の適用とすべきである。

　　また､’世帯主が世帯員の拡労について関知していなかっ｡た、就労していた世帯員本人も

　串告の義務を承知していなかった、保鐘の実施後幽も保護開始時にのみ収入申告書の提出

‘の義務を聡明しただけであり、当鉄柱琴護世帯の早が高校生になった際に就労収大の串告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　●● I　　　　　　　　　　　　　ld



　　の義務について説明を怠っていた等の理由により、法篁６３条を適用せざるを得ないと’い

　　･う判断がなぎれて･いる実態が見受け.られる．　　　　　　ノ∧

　・　そのため、別添､2･の様式によって、収入車舎の義務について説明を行う際、世帯主以外

｀に稼働年齢層の世帯員（高枝生面未成年を含む〉.がいる世帯についてぱ、当該世帯良本人、

　の自書に･よる署名等の記載を求めること．この際、別葉とする‘か同７様式内に世帯員の署

　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　ｌ　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　●　名機等を設けるかは自治体の判断で対応されたい、‘　　　　　　　　　　　　　一

白　なお、保護開始世帯については、世帯主及び稼働年齢層の世帯員に対し収入串告の義務

について開始時に説明することとし、既に受給中の世帯については稼働年齢雁の者がいる

　世帯への訪同時等に改めて収入申告の義務について説明するととも吟、別添２の様式を活

　用されたい．　　　　　　　　　　　．・　　　．　　　　　　　　‘

（３）都道府県・指定都市本庁が行う福祉事務所に対する監査においても、今回の会計検査院に

　ーよる指摘を疸まえ、上記に記載した取組等、改善に向けた対策が実際に実施されてし４かに

　d　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　｜　｡！　・　　　II●　.I　Iついて、確認す､i､こと。またi履行状況が不十分な場合は、改善のための必要な指導・援助

　　を行うこと。　　　　　　Ｉ．　　　ｊ　　　　　　　　　　ｌ

●ＳＩ ｌｄ･’ＥＺ ‘･･l i ｀-I’ft.ら．Ｉ－｀・~Ｑ
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↑.被保護世帯について

返還額から控除する額の認定についで
決裁

(別添勁

ｉ

j 〃 － － r F ● － - 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　　・

世帯類型

●　１　　　　　き

　　　　　p●t!j一Ｚｔご

、ご　
世苛脅゛

｀　，世帯主名
１

｀世帯灸数

住所(あるいは地区)

2.被保護世帯が得た収入について

･収人寿 受領日　　Ｊ 受領額 遥遠対象額(全額)(畝
●

・

洗第63条を運用する理由

　(収入判明の端緒等)

｀　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜　・

　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　Ｉ

;ﾖ．必要経費(社会保険料､交通費等)について

見目等 認定額　ご

ｌ

4.各種控除について

費目贈ト 認定盛　＼

作

-㎜㎜
※r生活保護法による保護の実施要領について』(昭和3S年4月１日厚生省発注穿123号厚生事務次官通知)第8-S-(むｰエで

示すその他の収入の場合の声答合算8･000円‘1ぶえ内の額､同通知諮Ｈべ4)で示す勤労に伴う必要経奪の額　　　　　　'‘

５,被保護世帯が串談じた自立更生経費にt)いて 自立更生計画受領則平成　　　年　　月　　日

ク　ｌ　費目等． 一申請額 認定基準C※） '認定の可否． 認定額
が

ｊ

ｌ　ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

Ｉ　　　　　Ｊ

１

心r･＆4砥晋４に之忌荏篠の蛍抜豆値の取扱いについてj(R和38手順1一回社保耳34号厚生省社会局保護課長通知)第B
一一
※r生活保置法による保護の実施要領の取扱いについてj{

の4C}で示す基準等によるもの

認定控除楓(♭)

返還請求額〔(a)－(♭)〕

　＞　　　　　　　　　円･　　　　　｀　　，

丁　　　　プ　　レ＜　|円＼

　Ｉ　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　・　　　¶

　　　　△
：　　　作成日平成　年　j!　曰く

　　　　：　　　　　　　担当者名ダ　　　＜　　　　　‘印

ｉ

ｌ

！



-せいかつ｀ぼごｉ弓だい　　　巳よ.う　･もと　　　Lゆ引こゆう　　しX,こく　　　　　　　　かくにん
　･生活保護法第６ １ 条に基づ《収入の.申告に,ついて（確認）

別添２

（チ２ﾂこ11t

iご誕･弓だい　　lﾆよ弓

‘　

1もと

｀
l　　tぷふ　↓たい‘しゆﾗにゆ6.　　　　　　　ふくし已む･ L.2ちょろ　Cλ,こ’（　八･ぎむ

　ロ・生活保護法第６,１帛に基ﾀﾞきヽ自ﾐ分の世帯の収入について~福祉事芦所長に4ｮ告する乖務があ

　　ること，　　　　．

’･　　　Ｉ
．‘　　　　　．∧　　　　･，　　　　　　　．　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　

Ｓ

　　　Iせ噪･いぬし，　　　　　　　　　　　ほたら･　　ねゐ加.い　もの　せたい　　　　･ljあい　　　　もの　Lゆうにゆろ　・　　　　　　･灸･くILIC･6L・
ロ　優游主だけではなく，働･ける年齢の者が世帯にいる苧合，その者の収入,についても福祉事務蔭

　　　　j　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■

　W
Iﾆ

雌
する嘉釦あ,5こと．弱気と．冒4がおにアル

ル

ト;も誓む吋如Jly,ﾆっ

　　いても4t11する嘉ﾖ§iがあること．

･
．　　　　　シ　　.　　　　　　　　　　　　　　　　

●　　　.I　　　I　

■　・　　　　　jl

　　　ふ巴つ　･Lんこく　　　　　　一あい　　｀

･
ttいかつほごＥ｀だμ”tﾆ1S　も1　　　　え　　し●らに捗う　ぜゐがく　ちょ5しゆ5・

ロ　不聊）串告があごった堺合はヽ生活保護法第7,8恥二基づ
,

きヽ得y?=収入゜全額を徴収されるも

I　　　‘　I‘　　　　ふせい　

・・
‘　　　　　ｌｊ ,Ｌ　　　・．　　　しん1くIも･　　　たぴかき

/

づぽ‘畠い　　･ふ巴り　しんごく　　ふll
　　のであること．不車衆しぷう･とする意思がなくても?申告芦れが度重なる場合1声「不実の申･告」と福延

　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　Ｉ　　Ｉ　　ＩＩ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　　．･　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｓ

　続映ご翁齢される裂省があること.レ　　ノ　　･･　　　　　　二　　づ　づ　　上

　　　　　・　　　　ｅたいぜんたt1　しゆ引こゆ弓　へぶ･ど弓I　　　　　ぱ･sい　　　　　　　　;1てＬＣむＬよ　LA.ごく．・　　　　．．
ロ　ぞのためヽ世帯全体Ｑ収入に変擬1があった場合ヽすみや祚に福祉事務所に中告す

,

るニと，

　　　　　ダゾ　　・　　　

．　　　　

／　ダ　　　　　　　＼∧I　　＼

　　　　　I
l　　l.I　　　　　　　

ぎふぐ1.こむしょたんと5‘　，　　

/　　　　　　　　
L

I　I･

せつめい　

:
｀I　l　gかﾑ　　　　　Ｉ

　以上のことにつきまして,･貴福祉事務所担当　　　　　　　　‘氏より説明を受けj理解しました．

へいせい　　ねん・　がつ　　　に名
平成　年　月　　日I

’ふくＬ巴･むしょ名１弓どの
　福祉事務所長殿

い
所
　
乙
名

ｙ
告
　
　
し
膏

ｄ
ｌ

ｉ

①

　　さんこ･う　16ヽかうllそﾐΞ｀う　　　’.、　　　　:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.　　　　　　　　一一　　　、I
　　（参考）生活保護法　　　　　　　　　　　　　　　･．　　　’

　第６１条．Ｉ儡゛者はj　収入、支出’その他生計の゛況について変動があったとき、又は居住地著しく’　．．

　　は世帯の構成に具勣があつたどきは､すみやかに保護の実ま機関又は福祉本務一畳にその･･を届好出なけ

　１尨猛な£など．　　　　　　　　・．　　　　　　　　　　　　　　、

　だい　・　じよう　ふこ●5　Lんせい　・たふせい　しゆだん　　　jiご　う　　　!た　たにん　　　　う　　　　　もの　　　　　　　　I　　　　　　・
　第７８条　不実の申請その他不正な手段によ･り保護を受け、又は他人をして受けさ･せた者があるときは、犬　　　・

　　llごひ　じぺん　　とa;うふlﾅんまた　しちふう七ん　ちょ･う　　　　　ひよう　｛.んぶまた．‘いちぷ．　　　もの　..ちょうしゆう
　　保護費を支弁した都道府県又は市町村の長は、その費用の全部文は一部を、その者から徴収ずることが　　　・

●　　　　　　　　　I　　　■　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■I　I･●●

こU∠

－

－

－

ｌ

ｉ



ｙ

ゝ

(ｎ

自立更生のための用途に供される額の認定基準（課長通知問第８の410）

受　目

漢音が災害等により損害を受け､参集尼施設､住宅、家具什舞等の生活基

する資産が損なわれた場合の当該生活基盤の回復に果する経受又は被保

官等により負傷し若しくは疾壽にかかった場合の当該負傷蓉しくば疾病のが

療に要する経費

(2)(1

力その

に掲げ

.6四ぎｍ　　云豆

　　　　　i50万1円　ご

(生活福祉資金；災害を受けたこと

により臨時に必要･となる経豊)

･ほか､実施従関が当該被保護世帯の構成､世帯員の稼働能

し､次に掲げる限度内に弗いて卒てさせた自立見生計薦の遂

ア当該経費が､事業の開始又は継続､技能修得等生業にあてられる場合は､生

活福祉資金の更生資金の貸付限度額に相当する額　　　　　　　　　　・

イ当該経費が､医療にあてられる場合は､医療扶助基準による医療に要する経費

及び畦疸を曼lﾅるこどに伴って通常必要と認められる経費の合算額

･ウ当該経豊が介腱等に充てられる場合は､生活福祉資金の療養･介護等資金の

貸付限度纏に相当する額　　　　　　ヽ・　　＼　　　　　　　　　一犬

エ当威蛙斐が､｀家屋補修､配電股歯又は上下水重設備の折設丿佳宅扶助柏当の

用途等にあてられる場合は､生活福祉資金の住宅資金の改修費の貸付限度額に

相当する額．’　　　Ｉ．　　　　　　　　　　　　．　　‘Ｉ　　　、・

オ当該差費が就学等にあてられる場合は､次に掲げる額

(ア)ｉ訣経費が幼稚園等での就園にあてられる逼膏は､入園外及ぴ保育料その

他就園のために費地用と認められる最小限度の額　‥

(イ)当該経費が義務教育就学にあてられる場合は､入学の支度､学習図書､運

動凧具醇の購入､珠算課外学習､修学旅行参加等就学に伴って社会通念丘必蜃

と認められる吊途にあてざれる最小限度の実費鶴

(ウ)当該経費が高等学校等､夜間大学丿又ば良能習得費C高等学校等就学喪を

除く｡･)の対象となる専修学校若しくは各種学校での就学にあてられる場合は､入

学の支度友び就学のために必要と認められる最小限度の額(貸付金について

は､原則として､高等学校等就学費の支給対象とならない経費及ぴ高等学校等

就学費の基準額でまかないきれない経費であっで､その者の就学のために必要

な最小限度の額にあてられる場合に限る･｡)　・。。・

力当該経費が､結婚1こあてられる場合lﾎ寡婦福祉資金の結婚資金の貸付限度額

に相当する額　　　　　　　　　　　　　　　　　　･．∧　　、．　　．

キ当該経費が､弔慰にあてられる壕舎は､公害錬廬被害の補償等に関する法律･

による葬祭料の額　　　　　　　　　　　∧　　　　．｀･　　　　‥

　　　　　　　　　　　　　ｄ　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ
ク当該経費がご当該世帯に謐Sいて別用の必要性が富い生活用品であっで､保有

を容認されるものの購入にあてられる場合ぱ､直ちに購入にあてられる場合に阻

り､必要と認められる最小限度の額

ケ当該経費が通院､通所及び通学のために保有を容認される

する受用にあてられる場合(気.当該自動車の利用に件う燃料費

損害賠償保障法に基づく保険料､対人･対物賠償に係る任意保

車両法による自動車の検歪に要する受用等として必要と認めら

当該経費が陛民年金受給権を得るために充てられる場合は､国民年盃の住意

k保険料の額　　　バ・　　．　≒．．　　｀　　‥　･．

●●１

豊能修得期間により異なる，一一

30万円･（６ヵ月）こ580万円（3.年以

り）　　　　　　　　　･.

　　　　　　　　－

□0万円

5C万円

-

-

-

　　　　　　　　30万円

　(都道府県ごとに定め･られているが30万

円のところが多い)．　　　　　　パ

　　　　　　.･66万4千･円　；　　，

-

-

-
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